
 

○特に市町村への財政支援策等を求めるもの 

区分 □新 規 ■ 再提案 (22・9・3 第127回総会；東信５市) 

種類 ■ 現行制度の改善又は拡充を求めるもの 

分 

野 

■総務文教 

□ 新たな施策の要望又は提案を求めるもの □ 社会環境 

■特に市町村への財政支援策等を求めるもの※注 □ 経済 

□ その他（               ） □ 建設 

要望先 □ 国 担当省庁  

■県 担当部局 総務部市町村課 

□ その他 名  称  

件名 19  長野県市町村合併特例交付金の予算枠の拡大について 

提案市 上田市 

提
案
要
旨 

 合併に伴う各種事業の円滑な実施に向け、合併特例交付金の予算枠を拡

大し交付額を増やすよう提案する。 

提
案
理
由 

 県合併特例交付金は、合併市町村に対する支援策として県合併支援プラ

ンに基づいた財政支援施策であり、合併後の均衡あるまちづくりの財源と

して活用している。 

交付金は、要望額によらず毎年度同じ額が交付されており、その不足分

を一般財源で実施している状況である。 

ついては、合併特例交付金の趣旨である合併後の均衡あるまちづくりが

早期にできるよう、県の予算枠を拡大し、要望に応じて満額を交付してい

ただきたい。 

現
況
及
び
課
題
等 

（１）上田市の交付限度額：７億円 

（２）交付実績（平成18年度から平成25年度までの合計） 

   要 望 額(A)   566,758千円 

   交 付 額(B)   306,490千円 

   交付割合(B)/(A)  54.1％ 

  ※平成21年度から平成25年度までは、各年度44,800千円の交付額 

   交付限度額（７億円）に対する交付率は、8年を経過し43.8％ 

（３）課題等 

合併に伴う事業はその後の数年間に集中するものであり、現在の交

付額では、上田市の交付限度額を満たすまでには、合併後17年目と

なる平成34年度までかかってしまう。新市の均衡あるまちづくりに

対応できるよう、県の予算枠の拡大が必要。 

関
係

法
令 

・長野県市町村合併支援プラン（平成15年1月9日策定） 

・長野県市町村合併特例交付金交付要綱 

 


